
（別添）

団体名

１　一般会計及び特別会計の財政状況（主として普通会計に係るもの）

（百万円）

財調・減債 その他特目 備荒資金（超過分）

一般会計 14,165 13,989 176 166 13,410 7 467 801 551 基金から458百万円繰入

普通会計 14,165 13,989 176 166 13,410 7 467 801

２　１以外の特別会計の財政状況（公営事業会計に係るもの）

（百万円）

流 動 資 産
（ 歳 入 ）

流 動 負 債
（ 歳 出 ）

（形式収支）
流動資産－流動負

債
（ 実 質 収 支 ）

資 金 剰 余
（ 不 足 ） 額

地 方 債
現 在 高

他会計から
の繰入金

備 考

水道事業会計 562 30 532 532 3,652 84 法適用企業

ワイン事業会計 769 26 743 743 0 0 法適用企業

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
3,043 2,959 84 84

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
2,861 2,861 0 0

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
1,452 1,400 52 49

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
31 30 1 1

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
938 914 13 13

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
832 804 12 12

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
106 110 1 1

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
115 114 4 4

３　関係する一部事務組合等の財政状況

（百万円,％）

歳 入
（流動資産）

歳 出
（流動負債）

形 式 収 支
実 質 収 支

（流動資産－流動負
債 ）

（ 資 金 剰 余
（不 足） 額）

地 方 債
現 在 高

積 立 金
現 在 高

当該団体の
負担割合

備 考

富良野地区消防組合 746 731 15 15 - 69 0 60

富良野地区学校給食組合 192 190 2 2 - 126 0 79

富良野地区環境衛生組合 425 421 4 4 - 2,071 0 55

富良野広域串内草地組合 88 85 3 3 - 177 0 22

上川教育研修センター組合 33 31 2 2 - 0 19 5

４　第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況

（百万円）

経常損益
（千円）

資本又は
正味財産
（千円）

当該団体か
らの出資金

（千円）

当該団体か
らの補助金

（千円）

当該団体か
らの貸付金

（千円）

当該団体から
の債務保証に
係る債務残高

当該団体から
の損失補償に
係る債務残高

備 考

株式会社富良野振興公社 △ 16,814 130,815 9,800 0 0 0 42

ふらのバス株式会社 △ 25,436 293,702 16,700 6,604 0 0 0

株式会社ふらの農産公社 28,914 215,989 10,050 0 0 0 0

株式会社空知川ゴルフ公社 △ 2,117 89,581 42,000 0 114,500 0 0

富良野駅前再開発株式会社 0 9,158 5,000 21,196 0 0 0

ふらのまちづくり株式会社 705 10,914 1,000 3,600 0 0 0

５　財政指数

4,642 262

法非適用簡易水道事業会計 4 679 65

法非適用

法非適用

法非適用

　(内訳)特定環境保全 1 1,077 20 法非適用

　(内訳）公共下水道 12

下水道事業会計 13 5,719 282

老人保健会計 - 0 231

国民健康保険会計 - 0 312

財政状況等一覧表（１８年度）

地 方 債
現 在 高

他会計から
の繰入金

歳 入 歳 出 形 式 収 支 実 質 収 支

標準財政規模（百万円）
7537.8

積 立 金 現 在 高
備 考

介護保険会計

臨時財政対策債発行可能額（百万円） 318.7

92.6

2.2

※土地造成会計等における「土地」については、流動資産に含まれていない。

富良野市

- 0

財 政 力 指 数

225

市場事業会計 1 198 12

実 質 公 債 費 比 率

実 質 収 支 比 率

経 常 収 支 比 率

0.342

13.5



財政状況等一覧表について 

本表は、「地方財政状況調査」(決算統計)及び決算書の数値をもとに作成しています。 

1 一般会計及び特別会計の財政状況（主として普通会計に係るもの） 

一般会計及び公営事業会計以外の特別会計の決算状況 

２ １以外の特別会計の財政状況(公営事業に係るもの) 

国民健康保険事業特別会計、老人保健事業特別会計、公営企業会計（水道事業、下 

水道事業､ワイン事業）などの公営事業に属する特別会計の決算状況 

３ 関係する一部事務組合等の財政状況 

加入している一部事務組合等の決算状況(退職手当組合・備荒資金組合・後期高齢者医

療広域連合を除きます。) 

４ 第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況 

下記のいずれかに該当する第三セクター等の決算状況 

（１）富良野市が２５％以上出資するもの。 

（２）富良野市が財政支援（補助金、貸付金、損失補償、債務保証）を実施しているもの。 

５ 財政指数 

財政力指数 

地方公共団体の財政力を示す指数で、基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た

数値の平成１６～１８年度の３カ年の平均値。 

指数が高いほど、自主財源の割合が高く、財政力が強いと言えます。 

実質収支比率 

標準財政規模（地方公共団体の一般財源の標準規模を示すもの）に対する実質収支額

の割合。 

実質公債費比率 

経常的に収入される財源のうち、公債費や公営企業債に対する繰出金などの公債費に

準ずるものを含めた実質的な公債費相当額（普通交付税が措置されるものを除く。）に充

当されたものの占める割合で平成１６～１８年度の３カ年の平均値。 

１８％以上の団体は、地方債の発行に際して、国の許可が必要となります。 

経常収支比率 

人件費、扶助費、公債費などの義務的経費や経常的に支出される物件費、維持補修費

などに使われた一般財源の額（経常経費充当一般財源）が、市税、地方譲与税、地方交付

税、利子割交付金など経常的に収入される一般財源の総額（経常一般財源総額）に占める

割合。 

比率が高いほど、弾力性がなく、財政が硬直化していると言われています。 


